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【要約】

母孫簸員の號聯系撒のための螺と舗を把握する塑こ・主岬子保甑關体が主催する
研修の実態と、保健婦等を研究対象とする先行研究をもとに検討した。

　その結果、民間団体が主催する研修について1本階層別研修は少ないが・課題別研修をリアルタイムに宇央

・地方で実施できる点が特色である。今後、課題別研修と研修参加者の階層別研修との「整合性」を図り・併

せて、都道府県や保健所単位の研修との「関係」を、いかに位置付けるかが課題であった。また、体系化めた

めの螺として」驚裸者鍛割・機能を緻鱗や繊に麟瑚確に弗ことや・識法などの驚技
法を内容とする、研修担当者のための研修力泌要であることが指摘された。

【見出し語】現任研修、研修体系、研修技法、母子保健
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工　目　的

　平成6年度に制定された「地域保健対策強化のための

関係法律の整備に関する法律」にもとづき、識後の公衆一

衛生をリードしてきた保健所法は地域保健法に改称・改

正され、母子保健法も一部改正された。、

　この結果・健診・相談等の日常的対人保健サービスは

市町村に委譲され、保健肪は、、①地域め健康問題に関す

う調査・研究、②市町村職員の研修・技術的助言、③食

品衛生監視機動班の整備、④試験検査機能の強化・集中

化等の機能が強化され・保健所は専門的、技術的、広域

的な事業を受け持つこととなった。また、市町村格差を

視野に入れた「人材確保・資質の向上」に関する施策に

ついても、従来の保健・医療の専門分野中心の研修ふら、

福祉職も対象とした研修まで拡大され、研修事業が保健

所の機能として大きく位置づけられた墨の。』

　本研究では新たな地域保健に対応するために、保健所

と市町村を視野に入れながら既存の研修事業を見直し、

今後の研修のあり方と体系化のための課題ξ要素を析出

することとした。

とおりであるQ母子愛育会と日本家族計画協会が各々16

研修（コース）、母子衛生研究会が11研修、母子健康

センター連合会が4研修（日本家族計画協会と共催のブ

ロッ ク別母子保健事業研修会を含む）、合計47の研修

（コース）である。

1）研修の名称

　各団体とも、研修・コース（以下、研修という）名に

よって研修内容が理解できるような名称がつけられてい

るが、大別すると母子保健関係者・指導者といった対象

者そのものを名称にしているものと、周産期、、思春期な

どライフステージごとの個別的課題を名称にするものと

に分かれるo

　講習会、研修会、セミナー、講座など様々な名称が用

いられているが、47の研修中、最も多く用いられている

のがセミナー（48．9％）、次いで研修会（23．4％）、講習会

（19．2％）、その他の順である（表1）。短期研修の場合

は、個別的課題がそのまま研修名になっていることが多

く・セミナー・研修会・フォーラム、講座といった名称

が用いられ、開始年が早く、開催回数の多いものに講習

会の名称が用いられている。』

一方、思春期セミナーのように、同一名称で各団体ご

とに実施されている研修もある。
∬　方　法

表1 名称
　母子保健に関する主な民問団体（母子愛育会、日本家

族計画協会需、母子衛生研究会、 全国保健センター連合

会）が主催する平成7年度の研修事業に関する資料を収

集し＆の、47の研修（コース）について、①名称、②内

容、③対象（所属・職種）、④定員、⑤日数、⑥場所、

⑦参加費等について検討した。また、現任研修に関する

先行研究及び共同研究者うの研究会をもとに・研修対象

者に期待する役割、技法、評価などの研修体系構築に関

する要素と、既存の研修事業の問題点等を提示し、これ

らをもと1に今後の研修体系構築の条件、方向、課題等に

ついても検討した（塚族計画連盟主催の2つの研修を含
む）。

　なお、これ以外に、例えぱ母子愛育会の愛育班を対象

とした研修や、母子衛生研究会の母親対象の教室的な事

業を実施しているが、本研究では、主に専門職を対象と

する研修を中心に検討した。

皿結 果

1一母子保健団体による研修の現状

平成7年度に4団体が開催する主な研修は、別表1の

名　称 実数 ％

講習会 9 19．2

セミナー 23
48．9

研修会 11
23．4

その他 4 8．5

合計
47

100．0

2）内容

　前項でも触れたように・ほとんどは名称で研修内容が

理解できるものが多い。しかし、母子保健関係者講習会

や母子保健指導者研修会のように、対象者の範囲を名称

に用いた研修では・r研修要項を見ないと員体的な内容が

分からないものもある。また、日本家族計画協会主催の

思春期保健セミナーや中高年女性保健セミ申一のよう に、

コース1から皿・あういは初級～上級（遺伝相談セミォ

ー）といったように研修目標を設定し、積み上げ方式に

よる研修を行っているものもある。‘

　一方、妊婦体操指導員など主催団体が独自に資格を認

定している研修もある。

3）対象者の職種・所属・条件

　研修対象として最も多い職種は、保健婦である。
職種
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を特定した研修を除くと殆どの研修の対象に該当してい

る。次いで、助産婦、看護婦、医師など、保健・医療分

野の職種が多く、福祉や教育分野の職種は2割程度であ

った（表2、表3）。

表2対象職種

　職

30

28

10

表3　分野別研修（N＝47）

　分野　　　研修数
　　健　　　38
　　　　　　　34
　　　　　　　10
　　　　　　　11

・％

68．1

63．8

59．6

2王．8

工91

14．9

8．5

6．4

％　

80．9

72．3

21．2

23．4

　参加条件は、全体で7研修が条件を設けていた。母子

愛育会で1ま経験年数（3年と7年）壱、日本家族計画協

会が初級コース（遺伝相談）また倭マース1偲春期セ

ミナー）の終了者としている。

4）日数

日数は、最小半日から最大23日間（母子保健関係者

講習会）．までと木きな開きがあった。最も多いのは1日

で終了する研修（27．7％）」 であるが・6割輿上1ま3日以内

で終了し、 9割以上は1週間以内で終了する（表4）。

　10日以上の比較的長期の研修には、資格が付与された

り・、実技・技術習得のものが多い。

表4日数
日数

磯
％

1日以内
131

27．7

2日 5 10．6

3日
11 23．4

4日 6 2．8

5日 6 12．8

6日 3 a4

10日
2 4．3

110日以上 1 2．1

今回調査した研修では、一般に資格付与や技術習得の

研修に実習や見学が多く、短期間の研修には講演・講義

形式の技法が多く見られた。 また数日の研修では小グル

ープ別の討議が、参加人数の多い研修では、シンポジウ

ムなどの討議法が用いられていた。自己洞察型のグルー

プワークトレーニングの技法を用いた研修は、母子衛生

研究会主催のブロツク研修のみであった。

6〉定員

　募集定員は最大500人から最小20人までと大きな開

きがあり、長期研修や資格が付与される研修は比較的定

員力沙ない。また、100人以内を定員とする母子愛育会

主催の研修を除くと・他の団体は大旨100人以上の定員

が多かった。

7〉場所

　束京を会場とする研修が全体で6割以上を占め（表

5）、母子愛育会が東京中心で、母子衛生研究会は都道

府県単位ないしブロック単位の地方開催が多く、日本家

族計画協会はほぽ半々である。

表5場所
場所 実数 ％

東京
29 76．6

地方
18

23．4

⑤参加費

　母子衛生研究会主催の研修を除くと、殆どの団体は資

料代などの参加費を徴収することが多い（表6）。金額

は、期間や内容（実習など）によって異なっている。

表6参加費
区分 実数 ％

有料
36

76．6

無料
11

23．4

2．研修体系構築に関する要素

1）期待される専門職の能力

研修体系構築の際に、まずどのような人材育成を期待

するのかという、研修を与える側の意図と、どのような

研修二一ズがあるかという、研修を受け多側との二？の

視点から、主に保健婦を研究対象とする文献を収集し、

梯寸した7・助。

　まず、研修を与える側の意図して、一小野寺らは、保健

婦の基礎教育を含めて、保健婦に期待される役割と能力

を、①管理・企画、②調査研究・教育、③保健指導業務

等の能力あげ、階層別・課題別に別表2のように整理し
5）研修技法
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ている乃。

　日本看護協会が「先駆的保健婦活動交流推進事業j（厚

生省委託事業）の一環として行った、研修プログラム開

発の参考にするための要素抽出に関する2つの調査結果

では、「健康問題を解決するための計画立案、実践、評

価機能」と「保健・医療・福祉等関連職種との連携機能」

を高めることが専門能力の向上に結びつくとして、計画

立案（アセスメント）、実施（実践）、評価までの看護

過程の展開に沿って表7のように整理、・要約している％

表7地域保健（公衆衛生）看護活動展開に必要な能力

①ヒアリング能力

②観察力
1）計画立案 ③調査・分析・研究能力
（アセスメント） ④二一ズ把握・顕在化能力

⑤生活者発想力

⑥情報加工能力』

①在宅看護能力

②ケアコーデイネーション能力

2）実 施 ③健康教育技法
（実践1

④プレゼンテーシコン能力

⑤保健組織活動育成力

⑥リーダーシップ

①活動評価能力

3）評 価 ②施策（事業）評価能力

③施策立案能力

④システム設計能力

表8保健婦の人材開発・資質向上のためにどのような

　対策力泌要か

　一方、研修を受ける側の二一ズを調査した山下らは、

8県484人の市町村保健婦を対象とした現任研修実態

調査において、母子保健に関する主要なキーワード（50

項目）について関心度、必要度を調査し、その結果、と

もに高い項目は、小児アレルギーや言語発達などの実

務・実践に直結した即効的効果を期待する「保健指導等

の実践場面で対応すぺき課題」が多く、業務の調整・運

営や保健計画策定のための基礎的内容については高くな

かった・と指摘しているLOU〉。これに対して市町村の管

理的立場にある保健婦を対象に、保健婦の人材開発・資

質向上爾率め璽対策につりて調査した小野寺・宮地らは・

卒後教育と研窺開発の充実をあげた回答が多かったとし

て、 （D保健指導技術の向上、②保健婦の総合的能力の開

発～．③管琴能力の開発、④能力開発の方法への期待など

の・4つめ項白をうげている（表8）⑥。

1）保健指導技術の向上

　・カウンセリング、運動処方、食事指導、

　・機能訓練、母子・成人・老人保健指導、

　・在宅ケア技術、医療機閲における技術研修、など
2）保健婦の総合的能力の開発　一

　・公衆衛生や保健婦業務について視野を広げるもの

　・間題解決能力、業務研究、情報管理

　・保健事業の計画・運用の情報交換と研究

　・関係職種との連携づくり、など

3）管理能力の開発
　・ジ37フ。ローテーシ∬（保健所と市町村、異業種間など）

　・人を育てるカ
　・保健・医療・福祉対策の総合的視点など
4）能力開発の方法へめ期待

　・自己啓発の援助体制、生涯教育としての教育研修計

　　画の一貫性と体系化
　・保健所管内業務の充実、都道府県レベルや国レベル

　　の研修会。学会参加、小現模市町村保健婦弔研修参

　　加機会の充実、国内外の視察研修

　・医師会・他職種との共同研修・研究　

　・リーダー研修の義務化（県・国レベル、ほか）

　・大学等教育機関の協力。指導体制

2）研修対象者の階層性一

　研修を企画する場合・研修目標の到連度を高めう牟φ

に、研修内容に即した対象者を選定する必要がある乙

　日本看護協会の研修プログラム開発小委員会は、保健

婦のキャリアと具備すぺき能力として、①新任（新任ん

10年程度のスタッフ）、②中堅（10ん20年のスタッフ）、

③管理者（20年以上のリーダー）とに階層化し、表・9の

ような経験・階層に応じた能力を列記している。

表9キャリア別看護過程の展開に必要な能力

スタッフレベル リ」ダ』レベル

① ・ヒアリング能力 ・ヒアリング能力

聞 ・観察力 ・観察力一

題 ・生活者発想法 ・生活者発想法

の ・二一ズ把埋・顕在化 ・二一ズ把握・顕在化

明 能力 能力

確 ・分析能力 ・調査・分析・研究能力

化

② ・計画立案能力 ・計画立案能力・

計 ・企画設計能力 ・企画設計能力

画 ・フoレゼンテ、シ3ン能力 ・フoレゼンテーシ∬能力

立 ・システム設計能力 づシステム設計能力

案 ・戦略的立案能力

・コーディネート能力
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・在宅看護技術力 ・在宅看護技術力

③ ・（ケアの実践） ・（ケアの実践）

実 ・観察力 戸観察力

・情報加工・提供能力 ・情報加工。提供能力

施 ・ケアコーディネーション能力 ・ケアコーディネーシ37能力

・健康教育技法と教育 ・健康教育技法と教育

力 力
・フ。レゼントシ3ン能力 ・フひレゼンテーション能力

・実践管理能力

・運営能力

・コーディネート能力

④ ・体系的分析考察能力・ ・体系的分析考察能力

評 ・課題の明確化 ・プレゼンテーション能力

価 ・システム設計能力

　これに対して小野寺らは、経験年数ではなく役職名を

あげながら表10のように、新人群・実務群から政策形

成群・国際交流群までを5段階に分類し・構造化してい

る（図1）。また・併せて現有保健婦数と将来人数を役

職に応じて算出しているが、このなかで保健婦の配置状

況はピラミ ッド構造の人事体系に属さない平板構造が特

徴であるとも指摘している5

表10保健婦活動の基本的構造の諸段階
1類＝政策形成群・教育研究管理群・国際交流群
2類＝プロジェクト開発群・総括管理群・調査審議群
3類＝管理業務群。企画調整群・教育研修群

4類：監督業務群。現任訓練群・業務調整群

5類：・実務群（基本的業務群・特定業務群）・新人群

3）研修技法

　研修技法そのものを扱った研究は少ないが、山下らは、

研修技法は・研修の目的（機能）に応じて用いるぺきと

して、表11、のように研修タイプ別に技法を分類して、

講義中心の解説型よりも、事例研究やグループワークト

、レ戸ニングなどの技法を取り入れた研修を・特に保健所

管内など身近な場で用意されるぺきであると指摘してい

る1“H）。

表11研修タイプ別機能と方法

解説・伝達最新の知識・技術・
型　　　　　．制度の習得

自己洞察型

指導方法・内容の個

別化と一般化

自己理解・他者理解

講義1

討議・事
例研究
グループワー

外レーニング

多人数

少～中

少～中

　また、前述の日本看護協会の小委員会報告魯の中には、

　「先駆的保健婦壌業定着化のための研修会一個の二一ズ

を地域の二一ズとして顕在化できる研修一」の内容も報

告されているが、 本研修会で用いられた技法は、親和図

法（TKJ法）やチャート回送法、系統図法などを用い

たグループワークとパーソナルワークの技法が中心で、

講義時間の占める割合は少ない。

　一方、保健婦を研究対象とはしていないが、吉澤らは、

児童養護施設における直接処遇職員（指導員、保母）に

必要な研修は、児童と処遇職貝との関係のあり方が処遇

の質の向上につながるとして、グループヴークトレーニ

ングの技法を実験的に繰り返し、従来的な知識・技術伝

逮型の研修よりも、参加者が同一条件で同一体験をし、

自己洞察と処遇内容を見値すことができるとして、』この

技法の有効性を指摘している艮塾i4）。

4）評価方法

　小野寺らの班究を除く｛他の研究では評価まで触れら

れていた。その方法は・夫々のセッショツ毎に・参加者

の目標逮成度、理解度、応用の可否等にういての5段階

評価による方法が多く、また研修を与える側の評価も併

せて報告されていた占

5）研修体系

　保健所、市町村まで視野に入れた研修体系を提示「した

研究はなかった。小野寺らのステップモデルや（図1）・

山下らのピラミッドモデル（図2）が示されているが、

階層別研修の詳細な内容までは触れらていなかった。

3．現任研修の問題点

　過去において、国、母子保健団体、都道府県などが主

催する研修の企画、講師などに関わった経験を持つ共同

研究者から提起された、児童福祉を含む現任研修全般の

問題点を列記すると、その概要は以下のようになる。

1）研修の企画。内容について

①研修目的が複数にあり，曖昧である。

　②参加型研修よりも受身的な研修が多い。

　③知識・技術研修が多い。

　④講師等、中央依存が多い。

⑤研修の企画方法、評価方法が曖昧である。

　⑥中央への派遣研修は市町村格差があり・専門職の数

に規定される。

⑦母子保健より老人保健という傾向がある。

⑧システム論、政策論といった内容よりも実践的内容

に関心がある。

⑨同一職種の対象の研修が多い。
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　⑩研修施設を持つ県と、持っていない県とがある。

⑪同一県内でも保健所によって差が見られる。

2）研修技法について

①講義中心の知識伝達型の研修が多いg

　②輔1研究法などを用いた、少人数対象の研修が少な

いo

　③保健・医療分野の講師には、 スライド中心の技法が

多い。

④研修技法に習熟した講師や研修担当者の養成や発掘

が不十分である。

　⑤カウンセリングマインドやグループウークトレーニ

ング等、自分のパーソナリ ティや関係の持ち方をテ

ーマにした研修力沙ない。

⑥ビデオ等の視聴堂教育機材の活用が十分でない。

3）評価について

①参加者数等の量的評価が多く・質的評師が塗ない。

②研修評価と職務遂行能力と関連した評価力沙ない。

③研修終了後のフォロrが不ナ変で南る。

④研修を与える側（主催者、講師など）の評価も必要

　である。

⑤参加者の多い研修は、個々の質問や疑問に対処しき

　れない。

③職場研修や保健所管内研修などとの互換性がない。

　以上卯研究討議の経過では、特に①企画の方法炉不明

である。②研修技法は講義・講演式の研修が多く、③保

健・医療分野では健康問題の解説型・指導型が多い。ま

た、③事例研究等の技法を用いた参加型の研修力沙なく、

④研修技法論等をテーマとした研修担当者のための研修

力沙ない、などの指摘が強く出された。

研修に」；っては経験年数または初級、上級といった積上

方式を導入している研修もあるが、今後は対象職種の経

験年数や、役職に応じた母子保健研修力泌要となってく
る。特Fヒ、 母子保健事業の市町村委譲にどもない、保健

所は未熟児、障害児、小児慢性疾患、エイズ等の専門的、

灘ま的ケア能力が期待され、加えて市町村に対する指導、

助言の役割も担わなければならない。即ち、従来的な寮

業に注目した「業務遂行」と併せて、市町村母子保健事

業にっいてもスーパーバイズできるようなヂ管理・調整」

的役割が、今後一層期待されるからである。

　民間団体の研修課題を一括して述べれば、一っは、．テ

ーマ別・課題別短期研修と・体系化された10～30日間

の比較的長期の研修との「整合性」をいかにはかるかで

あり・二つは・都道府県や保健所レベルの現任研修との

　「関係」をどう位置づけて研修を行うかが、今後の課題

といえよう。

皿　考察

1．民間団体主催の研修の特色と課題

　民間団体主催の研修は、短期間の講義法を主とする知

識・技術の伝達型研修が多く、事例研究などの討議法は

全体として少なかった。また・研修内容は・テーマ別・

課題別研修が多く、加えて都道府県主催の研修や保健所

主催の研修との関係が・明確になっていなかった。

　このことから・民間団体主催の研修の特色は・テーマ

別 ・課題別研修をリアルタイムで企画・実施できる点が

あげられよう。 とりわけ・それぞれの団体の特色を生か

した、都潭府県単位や地方ブロック単位で開催できる身

軽さを持っているともいえる。

　もうひとつの特色は、階層別研修力沙ない点である。

2．研修体系構築の考え方と要素

1）地域裸健における母子保健の位置》李け

　研修体系の構築方法には・母子保健のみを単独に取り

上げて体系化を図ることと、 逆に他の分野との混合で実

施する方法との、二つの考え方があろう。

　中央民閥団体の場合は、当該団体の設寧目的、事業方

針によって母子保健や家族計画などの研修を課題別に体

系化することは容易であろう。しかし都道府県や保健所

単位では、研修二一ズや緊急性から母子保健の優先順位

が地域によって低くなることが考えられ、ケアの質の低

下や格差の問題が危惧される。このため、例えば日常的

な母子保健サービスに関する研修は、経験年数や階層性

．を考慮して保健所単位か、あるいは都道府県単位で、専

門技術的、広域的個別課題の研修は都道府県単位、また

は中央単位（国、民間）での研修実施が考えられる。

2）階層別研修と課題別研修

　これは研修対象者に閲する課題である。一つは、新人、

中堅、管理職といったいわゆる階層別研修であり、二つ

は・課題（テーマ）によって関係職種を参加資格とする

考え方であるQ

　前者は、比較的研修体系が整備されている病院の看護

職や、日本看護協会主催の中央研修などに見られるが、

地域保健分野では、医療分野と比較して十分体系化がは

かられていない均。病院などの職場内研修では、求め

られる職員像が比較的、階層別に明確化し易いが、一人

職種の多い市町村などでは、規模によって職場内研修を

完結できることが園難なところもあろう6したザって・

保健所管内レベルでの研修を視野に入れた体系化力泌要
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であるといえる。また、先行研究でも触れられているよ

うに、課題別研修であっても、参加対象者の階層性を考

慮した企画が望まれる。

　今回研究対象とした民間団体の研修のほとんどは、経

験年数などを参加条件とする研修はみられたが、役割・

機能に応じた階層別研修は少なかった。今後、保健所単

位の研修担当者や母子保健をスーパーバイズできる要員

養成を図るのであれば、母子保健に関する階層別研修も

必要となるであろう。

　後者の課題別研修は、健診や相談などの日常的母子保

健サービスの研修は市町村を対象に実施し、専門的、技

術的、広域的な課題を保健所対象に実施することが比較

的容易な方法であるといえる。しかし・現任研修の間題

点でも指摘したように、研修技法に習熟した企画と運営、

がなければ、従来的な与えられる研修に終始する可能牲

がある。いづれにせよ、経験や役割に応じたタテの職務

遂行能力（階層別）と、個別の相談・技術などのヨコの

職務遂行能力（課題別）とを絡めた研修体系を構築する

ことが、生涯教育の視点からも重要な要繋といえるる

3） 研修技法・教材開発

　研修体系の構築に限らず、 研修そのものを規定する重

要な要素のひとつに研修技法がある。

　共同研究者からも指摘されたように、研修の多くは講

義法が用いられている。講義法は、多人数対象の知識伝

達には有効である。それ故に、単に話術に優れた講師の

選考のみではなく、視聴覚教材（特にO　H　Pやビデオ）

や印刷教材などを並行して活用できることが期待される。

また、質間や意見交換ができるような時間設定をするな

ど運営にも配慮することも重要である。

　講義法が多いとの指摘に対し、むしろ積極的に活用す

べき技法として事例研究法とグループワークトレーニン

グの技法があげられた。事例研究法は対象者の階層（役

職）に応じて様々な方法がある⑥。保健領域では事例

検討とか、ケース研究といったクライエントとワーカー

との関係を中心にした、時系列化された記録が素材とし

て用いられるのが一般的である。

　事例研究法は、困難事例への対処及ぴ間題解決に関す

る連続的、実際的な援助・指導などが明確化され、共有

されるなどの優れた効果がある。しかし、事例の記録方

法や提示方法（守秘義務）に加えて、討議の進め方に習

熟した指導者・助言者が必要であり、こうした技法は、

指導者や研修握当者に対する研修と同時に、経験の積み

重ねによるスキル（技能）の向上力泌要である。

　グループワークトレーニングは、その理解の仕方が二

つに分かれる。ひとつは、討議形態そのものを指して一

括して呼ぶ場合であり、二つは吉澤らが用いた自己洞察

型の研修である。、前者は事例研究法と同様に、問題整理

や課題確認など参加者の主体的学習の啓発には有効であ

る。後者の方法は同一素材を用いるために参加者の態度・

行動傾向などを明確できる点では、質的評価が比較的容

易である。しかし両者ともファシリテーター（促進者）

の存在とその習熟度が、研修そのものを規定するといえ

る。即ち、こうした技法に習熟した研修担当者またはコ

ーディネーターの存在の有無が重要な要素となる。

　一方、研修技法と併せて、教材開発も重要となる6特

に事例研究やグループワ｝グトレrニングでは、課題に

応じた教材・資料が要求される。また・講義法の場合で

も、板轡と印刷物あるいはスライドのみといっ零方法よ

りも、 OH　Pやビデオなどの視聴覚教材の特色をつかん

だ教授法が望まれる。

四結語

　中央民間団体が主催する研修及び保健婦を対象とする

先行研究などをもとにく 現任研修の現状と要素並びに課

題を概観した。

　本研究では、研修の企画方法と詳細な評価方法までは

言及できなかったが、この二つの要素も現任研修体系構

築の重要な要素となる。特に、主催者及び講師陣の評価

と研修参加者の評価を相互的、総合的にチェックするこ

とにより、目的に一層近づいた研修を企画することへの

動機づけが、より強まると考えられる。

　本研究では、職場内研修（O　J　T）や自己学習・啓発

については触れられなかった。特に、職場内研修につい

ては福祉施設を対象とした体系化された報告もあり切、

保健所、市町村においても参考にすべき点が多々ある。

また、保健婦の配置状況は｛人事体系に属さない平板型

の構成であるとの指摘があったが、保健婦のみならず、

栄養士、OT、P　T、歯科衛生士、福祉専門職などの研

修体系のあり方や整合性についても、今後の検討課題で

ある。

文　献

1）　厚生省健康政策局計画課・保健医療局健康増進栄養

　　課・児童家庭局母子保健課監修：地域保健対策強化

　　のための関係法律の整備に関する法律のポイント

　　これからの地域保健，p14，1995，中央法規出版

2）　保健婦活動あり方検討小委員会編＝平成6年度保健

一121一



日本総合愛育研究所紀要　第32果

　　婦先駆的保健婦活動交流推進事業・保健所保健婦の

　　役割と機能の検討（中間報告），1995，日本看護協

　　会

3）　母子愛育会総合母子保健センター情報研修部：平成

　　7年度研修事業実施要項，1995，恩賜財団母子愛育

　　．会

4） 日本家族計画協会編：家族と健康1第493－504号，

　　1995、1996，日本家族計画協会・

5）　母子衛生研究会編＝母子保健，No．432・443，1995－

　　1996，』母子衛生研究会

6）　全国母子健康センター連合会編＝母子健康センタ」，

　　第391－395号，1995，全国母子健康センター連合会

7）　小野寺伸夫：地域保健推進のためのマンパワー活用

　　に関する研究，p8・10，平成2年度厚生科学研究報告

　　書，1991

8〉　宮地文子：生涯教育と公衆衛生看護教育の充実，公

　　衆衛生，56（2），p102・105，1992，

9）　研修プログラム開発小委員会編：平成6年度先駆的

　　保健婦活動交流推進事業・研修プログラム開発小委

　　員会報告書，1995，日本看護協会

10）山下文雄・他；母子保健担当者の教育・研修システ

　　ムに関する研究，厚生省心身障害研究「高齢化社会

　　を迎えるに当たっての母子保健事業策定に関する

　　研究」平成2年度研究報告書（主任研究者平山宗

　　宏），p66・90，工991

11）山下文雄・高野陽・他：保健婦への母子保健福祉の

　　教育研修，公衆衛生，58（7），p469・472，1994

12）吉澤英子・他1直接処遇職員の現任教育プログラム

　　作成に関する研究（その1），日本総合愛育研究所

　・紀要，第19集，p227・236，1983

13）吉澤英子・他：直接処遇職員の現任教育プログラム・

　　作成に関する研究（その2），日本総合愛育研究所

　　紀要第20集，p349・355，1984r

M）吉澤英子・他：直接処遇職員の現任教育プログラム

　　作成に関する研究（その3〉，日本総合愛育研究所

　　紀要，第21集，P311・322，1985

15）産業労働調査所編：専門職能人としての資質を高め

　　る看護教育プログラム情報，病院経営， No．84，p27・

　181，1994，産業労働調査所

16）鈴木伸一＝研修技法，p143・210，田代空・川端大二

　　編；石舶多基磧甥薄座6，　1984，　産業労｛欄査戸斤

17）全国社会福祉協議会編：福祉の「職場研修」マニュ

　　アル「在宅福祉サービス従事者の職場内研修のあり

　　r方に関する調査研究委員会j報告，1997，全国社会

　　福祉協議会

一122一



小山他：2．母子保健要員の研修体系策定に関する研究α）

別表1　母子保健団体の主な研修箏業’（平成7年度）

対象者の所属・職種等
研　　修　　名 定員 日数 場　所

職　種

第191回母子保健閲係者講習会 保、助
20 23

東　京

192　　　　” 栄
60 3 束　京

193　　　　” 、保
50 束　京

194　　　　” 医
30 5 東　京

恩 第34回地区別　” 保
100 3 三』重

賜 第23回母子保健夏季セミナー
財 A 乳幼児保健指導セミナー 保、助、看

90 4 東 京
団 B　思春期ゼミナー 保、助、看、 養

80 4 1’

　京

母 第16回母子栄養講座 栄
80 4 東　京

子 第23回母子保健セミナー　　 保母、児童指導員、保、 助、看
90 4 東　京

愛 第24回母子保健セミナー 保、助、看、保母
50 ・2 東 京

育会

肉産期医療研修会（医師コ略） 医
60 6 東、京

〃　　　（看護コースA） r助、看
80
・10 東　京

〃　　　　　　（看護コース　B　I） 助、看
go 5 東　京

〃　　　　　　（看護コース　B口） 助、看
90 5 東　京

〃一 　　　（看護コース　B皿） 助、看
90
’5 束　京

先天性代謝異常症検査技術者研修会 検査技術者
80 2 東　京

第23回遺伝相談カウンセラー研修会 医
30 10

東　京

第21回パラメディカルスタッフのための遺伝 保、助、看 了0 4 東　京
相談セミナ（初級コース）

第19回パラメディカルスタッフのための遺伝 保、助、看
70 4 束　京

日 相談セミナ（上級コース）

本 第24回思春期保健セミナー（コース1） 医、、保、助、看、獲、各種、
300 3 高　知

家 第25回思春期保健セミナー（コース1） 医、保、助、看、養、餐種
300 3 千　葉

族 第19回思春期保健セミナー（コース∬） 　　　　　　r、保、助、看、養、各種
300 3 束　京

計 第20回思春期保健セミナー（コースH） 医、保、助、看、養、各種　r
300 3 鹿児島

画 第28回思春期保健セミナー（コース皿） 医、保、助、看、養、各種
150 3 宮　崎、

協 第29回思春期保健セミナー（コース皿） 医、』保、助、看、養、各種
150 3 千　葉　1

会 第3回エイズセミナー エイズ看護｛保健指導関係者等
1F
大　阪

中高年女性保健セミナー（コース1・概論編） 保、助、栄、各種
200 3 束　京

中高年女性保健セミナー（コースH・指導編） コース1修了者
20D 3 來　京

第75回受胎調節実施指導員認定講習会＊＊ 保、助、看（正看のみ）
80 6 東　京

第76回受胎調節実施指導員認定講習会＊＊ 保、助、看（正看のみ）
80 6 東　京

第11回思春期保健事業研究会 保、助、、養、行政等
300 1 束　京

第9回教師のための生徒指導セミナー・「月 養護教諭、保健体育教諭 一
3 東京

経記録」指導者セミナー

母子保健指導者研修会 保、助、推進員等閲係者
250 1 47都道

母 母子保健指導者研修会（プロック版）　・ 保、助、看、母子保健閲係者
300

ド・
5ブ助ク

子 ミッドワイフ＆ナースセ、ミナー 看、助
120

』1 15地区

衛 育児と保健のフォーラム 保母、保、栄、看、ベビーシフ外
200 1 2地区

生 これからの母子保健を考えるシンポジュウム 母子保健指導者　1
400 1 東京・

研 家庭保健セミナー 保、看、栄、等　　
500 1 東 京．

究 更年期保健セミナー 保、看、栄、等　　
200

夏 2地区
会 思春期保健セミナ」 母子保健撮導者、教育闘係者1』 200 1 鹿児島
会 乳児保健セミナー 保、助、看

300 1
3県　

母性保健抵導セミナー 保、助、看
200 i

3堆区
海外母子保健情報セミナー　 保健医療閲係者、 海外赴任家族r 2001” 里 3地区

母セソ 母子保健体操普及指導者罐習会 保、助、等 2 2ブ助ク
子ター 第4回妊産婦体操実践指導員養成講習会 保、助、看　r

50 5 東　京
健連 母と子のこころの健康づくり中央研修会 保、保母、行政担当者

120 2 束　京
康合 ブロック別母子保健研修会（日本家族計画 保、助、看 一

1 5ブロック
会　協会と共催）

＊医：医師、保：保健婦、助＝助産婦、看：看護婦、栄＝栄養士、養＝養護教論、推進員＝母子保健推進員
　各種：各種養成学校教員、＊＊日本家族計画連盟主催
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別表2

　　　　　　　　　　　　　　日本総合愛育研究所紀要

保健婦に期待される役割と能力（抜粋）

第32築

保健婦活動の課題

高

齢

化

に

伴

う

課

題

価

値

観

の

変

化

に

伴

う

課

題

成

熟

化

●

国

際

化

に

伴

う

課

題

。疾病構造の変化と

多様化

・生涯を通しての健康

づくりへの期待

・家庭や地域におけ畜

ケアの増大

・住禺参加への期待の

増大

・保鯉資源の開発と多

様化

・健康増進・予防への

期待

・健康管理システムの

個別化

・セルフケア・自主活

動への期符

・ストレスの増大と快

適環境Φ重視

・社会経済Φ発展との

協調

・高度情報化社会の進

展

・保健医療技術進展革

新の準展

・地方の時代としての

健康政策
・国陳社会における対

応への期待．

期待される能力

管理・企画

・情報管理

・保健福祉サービスの

体系化，機能の分担

　と連携

・看護サービスの組織

化

・住民参加体制づくり

総合計画策定

・人材確保と生涯教育

計画

・ヘルスサービス情報

の管理と提供

・1次・2次・3次予
防のシステムの管理

・セルフケア支擾体制

。総合的な地域開発

・政策策定

・情報システム

・最新技術の導入と

技術の普及

・保健所 と市町村の

連携

・罵際協㌘システム

調査研究・教育

・社余経済状況の分析

・健康指標の分析

サーベイランス、疫学調査

・看護二一ズ調査

・ヘルスケアシステム

開発

。資源の開発と分配

・保健行政の分析

・健康評価と生活指導

の開発

・セルフケア支援技術

の開発

。保健指導技術の開発

・研究・教育

・保健看護政策研究

。データバンクシステ

ムの開発

・技術研修

・在宅ケア技術開発研

究交流

・国際比較

保健指導業務

家庭訪間

健康教育

健康相談

健康診査

小集団活動

デイケア

地区組織育成

ボテンカア育成

自主グルーブ育

　　×

母子保健指導

老人保健指導

精神保健指導

感染症対策事

難病対策事業

・経営香理科学の

応用

・情報システムの

活用

。看護技術の応用

・人事交流と国際

交流

・在略国人への

保健指導

資　質

明朗で明るい人

看護技術の駆使

できる人

家族の生活への

洞察力のある人

何らかの専門性

のある人

行政手腕のある

人

先見性のある人

傘磯整能力の

ある人

学際的センスの

ある人

国際的センスの

ある人

資料： l罰寺糖他爆保健推進のタめのマ殉一活用に関する研究・糠年度厚生科学研究報臨
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小山他：2．母子保健要員の研修体系策定に関する研究ω

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（100人》　　圃瀟

　　　　保健鰍の　から＿．＿・づフ盆1：：二1拡大
（2…勲鯉ム1〕一・一’　．／’（5・・勺／舜政策形成群

i　ii　i＿．．、／・／　／㌶　蟹騨
　　■　　　■　■　　　．　！
　　1＿レ蒐0、000A
lggd年l　l
　　　じ　8，000人：

政一
令
市

轟

纒
　器 慧

　　　　　　（8，000人）

　　2、000人

§講　1雛／覆
試町N r’■”悔　　　　主任　　　　健！

1嚢闘／鱗ノ

（a…人）／．／

翫蕊／
　　し．．1／

し曽＿．，し．甲一臼ノー

監督繋務詳

双任訓練群
繋務脚整群

管理搬務詳

企画認登群
教育研修群

新
人
群

実務群

プロジェクト開発群　　　　　1

　　　　　　　　　じ　総括管理群　　　　一一一｛
　脚査審議群　　　　　　　1

　　　　　　　　　：
　　　　　　　　　1
　　　　　　　　　：

基本桑務群　特定桑務群 ’

　　　　　　　　　　　図1　人材開発に関する基本的構造の諸段階

．（宮地文子1生涯教育と公衆衛生看護教育の充実，公衆衛生，56（2），plO3，1992， 医学書院）

中央
修

ブロック
修

都道府県研修

管内研修

職場内研修

自己学習

国・民間

ブロック別

都道府県

保健所

市町村・保健所

個人

図2　研修場面の体系

（山下文雄・他：保健婦への母子保健福祉の教育研修，公衆衛生，58（7），p470，1991，医学馨院）
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